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歳出に占める税収の割合（％）
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移
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(注）20年度までは決算額、21年度は補正（第２号）後予算額、22年度は予算額による。

 公債発行額

 一般会計税収

 歳出総額

(年度）
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一　般　会　計　税　収　の　推　移
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（注）20年度以前は決算額、21年度は補正後予算額、22年度は予算額である。
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（兆円） （兆円） （兆円） （兆円） （兆円） （兆円）

46.1 36.9 △9.2 37.4 0.5 △8.7

15.6 12.8 △2.8 12.6 △0.2 △3.0

10.5 5.2 △5.4 6.0 0.8 △4.6

10.1 9.4 △0.7 9.6 0.3 △0.5

9.9 9.5 △0.3 9.2 △0.4 △0.7

（注） 単位未満の端数処理は、それぞれ四捨五入によっている。

予　　算　　額 対 21 補 正 後

そ　　の　　他

所　　得　　税

消　　費　　税

法　　人　　税

対 21 当 初

２２　　　　年　　　　度

一般会計分計

当 初
予 算 額

２１　　　　年　　　　度

補 正 額
補　　正　　後
予　　算　　額

一 般 会 計 税 収
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( 84.6% ) ( 86.7% )

所 得 税 127,640 億円 15,345 億円 99,750 億円

( 82.7% ) ( 26.5% )

法 人 税 51,750 億円 1,835 億円 14,814 億円

( 90.3% ) ( 93.4% )

消 費 税 93,810 億円 7,102 億円 53,290 億円

( 110.2% ) ( 102.4% )

そ の 他 95,410 億円 8,130 億円 69,161 億円

( 91.0% ) ( 80.2% )

一般会計分計 368,610 億円 32,411 億円 237,015 億円

（注）　（　）内は、対前年同期比である。

１月末累計１月分
21 　 年 　 度
補正後予算額

平成21年度１月末税収について
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主　要　税　目　の　税　収　（一般会計分）　の　推　移
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物品税等
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（注１）利払費は、平成20年度までは決算、21年度は第２次補正後予算、22年度は当初予算による。
（注２）公債残高は各年度３月末現在高。ただし、平成21年度末は第２次補正後、22年度末は当初の見込み。
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利払費（左軸）

公債残高（右軸）

金利（左軸）

平成22年度一般会計利払費
約9.8兆円

１日当たりでは約267億円
１時間当たりでは約11億円
１分当たりでは約1,856万円

　利払費と金利の推移
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（％）

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

日 本 ▲ 6.7 ▲ 6.9 ▲ 5.8 ▲ 7.2 ▲ 8.5 ▲ 8.2 ▲ 6.5 ▲ 7.9

米 国 ▲ 4.1 ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.1 ▲ 2.2 ▲ 5.5

英 国 ▲ 5.8 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 0.1 0.9 3.7 0.6 ▲ 2.0

ド イ ツ ▲ 9.7 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 2.2 ▲ 1.5 1.3 ▲ 2.8 ▲ 3.6

フ ラ ン ス ▲ 5.5 ▲ 4.0 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.5 ▲ 1.6 ▲ 3.2

イ タ リ ア ▲ 7.4 ▲ 7.0 ▲ 2.7 ▲ 3.1 ▲ 1.8 ▲ 0.9 ▲ 3.1 ▲ 3.0

カ ナ ダ ▲ 5.3 ▲ 2.8 0.2 0.1 1.6 2.9 0.7 ▲ 0.1

暦 年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

日 本 ▲ 8.0 ▲ 6.6 ▲ 5.2 ▲ 3.5 ▲ 3.0 ▲ 4.0 ▲ 8.3 ▲ 8.0

米 国 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 4.6 ▲ 3.6 ▲ 4.2 ▲ 7.7 ▲ 12.2 ▲ 11.6

英 国 ▲ 3.7 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 2.7 ▲ 5.3 ▲ 12.6 ▲ 13.3

ド イ ツ ▲ 4.0 ▲ 3.8 ▲ 3.3 ▲ 1.6 0.2 0.0 ▲ 3.2 ▲ 5.3

フ ラ ン ス ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 3.0 ▲ 2.3 ▲ 2.7 ▲ 3.4 ▲ 8.2 ▲ 8.6

イ タ リ ア ▲ 3.5 ▲ 3.6 ▲ 4.4 ▲ 3.3 ▲ 1.5 ▲ 2.7 ▲ 5.5 ▲ 5.4

カ ナ ダ ▲ 0.1 0.9 1.5 1.6 1.6 0.1 ▲ 4.8 ▲ 5.2

（出典）OECD "Economic Outlook 86"（2009年12月）

※　数値は一般政府ベース、ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いた値。

　　仮にこれを含めれば、以下のとおり。

（％）

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

日 本 ▲ 4.7 ▲ 5.1 ▲ 4.0 ▲ 5.8 ▲ 7.4 ▲ 7.6 ▲ 6.3 ▲ 8.0

米 国 ▲ 3.3 ▲ 2.3 ▲ 0.9 0.3 0.7 1.5 ▲ 0.6 ▲ 4.0

暦 年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

日 本 ▲ 7.9 ▲ 6.2 ▲ 4.8 ▲ 3.4 ▲ 3.1 ▲ 4.4 ▲ 9.1 ▲ 9.1

米 国 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 3.3 ▲ 2.2 ▲ 2.8 ▲ 6.5 ▲ 11.2 ▲ 10.7

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

（暦年）

（％）

（注１）本資料はOECD"Economic Outlook 86"による2009年12月時点のデータを用いており、
　　　　2010年度当初予算の内容を反映しているものではない。
（注２）日本の財政収支については、単年度限りの特殊要因を除いた数値。
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米国

カナダ

英国

ドイツ

　財政収支の国際比較（対ＧＤＰ比）
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（％）

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

日 本 86.2 93.8 100.5 113.2 127.0 135.4 143.7 152.3

米 国 70.6 69.8 67.3 64.1 60.4 54.4 54.4 56.7

英 国 51.6 51.2 52.0 52.5 47.4 45.1 40.4 40.8

ド イ ツ 55.7 58.8 60.3 62.2 61.5 60.4 59.7 62.1

フ ラ ン ス 62.7 66.3 68.8 70.3 66.8 65.6 64.3 67.3

イ タ リ ア 122.5 128.9 130.3 132.0 125.8 121.0 120.2 119.4

カ ナ ダ 101.6 101.7 96.3 95.2 91.4 82.1 82.7 80.6

暦 年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

日 本 158.0 165.5 175.3 172.1 167.1 172.1 189.3 197.2

米 国 60.1 61.1 61.3 60.8 61.8 70.0 83.9 92.4

英 国 41.2 43.5 46.1 45.9 46.9 56.8 71.0 83.1

ド イ ツ 65.3 68.7 71.1 69.2 65.3 68.8 77.4 82.0

フ ラ ン ス 71.4 73.9 75.7 70.9 69.9 75.7 84.5 92.5

イ タ リ ア 116.8 117.3 119.9 117.1 112.5 114.4 123.6 127.0

カ ナ ダ 76.6 72.6 71.6 69.5 65.0 69.7 82.8 85.7
（出典）OECD "Economic Outlook 86"（2009年12月）

※　数値は一般政府ベース。
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（注）本資料はOECD"Economic Outlook 86"による2009年12月時点のデータを用いており、
　　　2010年度当初予算の内容を反映しているものではない。
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　債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）

8



財政健全化目標
(フロー指標）

財政健全化のペース 【参考1】

債務残高

対GDP比
（2010年）

【参考2】

成長率の

 
見通し

(財政収支改善

 

の時期の平均）

政府見通し
（財政収支

対GDＰ比）

財政収支改善幅

（年平均）

アメリカ ・オバマ大統領の一期目の任期終了までに、ブッシュ前政権

 
から引き継いだ財政赤字（約1.3兆ドル、対GDP比9.2％）を半

 
減させる。【2010年度大統領予算教書（2009年2月）。2011年度大統領予

 
算教書（2010年2月）にて再度コミット】

▲9.9％（’09）
↓

▲4.2％（’13）

約1.4％/年
（連邦政府ベース）

▲92.4％ 平均3.6％

イギリス ・公的部門（一般政府＋公的企業）の財政収支対GDP比を

 
2009年度（▲12.6％）から4年間を通じて半減させ、2013年度

 
に▲5.5％以下に抑える。【財政責任法（2010年2月）】

※純債務残高対GDP比を2015年度に減少させるとのストック目標も設定。

▲12.6％（’09）
↓

▲5.5％（’13）

約1.8％/年
（公的部門ベース）

▲83.1％ 平均2.4％

フランス ・

 

2013年度までに、一般政府の財政収支対GDP比を▲3％以

 
内とし、2016年度までに同収支を均衡させる。【安定化プログラ

 
ム（2010年1月）】

※2010年１月から憲法改正も視野に入れ、財政規律に関する規定の設定

 

について検討中（同年４月に結論を得る予定）。

▲8.2％（’10）
↓

▲3.0％（’13）

約1.7％/年
（一般政府ベース）

▲92.5％ 平均3.8％

ドイツ ・連邦政府の構造的財政収支対GDP比を▲0.35％以内に制

 
限（2011年度より移行期間とし、2016年度より適用）【ドイツ基本

 
法改正（09年7月）】。併せて、2013年までに一般政府の財政収支

 
対GDP比を▲3％以内とする。【連邦財務省2010年予算案プレスリ

 
リース（2009年12月）】

▲5.5％（’10）
↓

▲3.0％（’13）

約0.8％/年
（一般政府ベース）

▲82.0％ 平均2.9％

イタリア ・2012年度に、一般政府の財政収支対GDP比を▲3％以内と

 
する。【欧州理事会勧告（2009年12月）】

▲5.0％（’10）
↓

▲2.7％（’12）

約1.2％/年
（一般政府ベース）

▲127.0％ 平均3.4％

カナダ ・2014年度までに財政収支対GDP比を▲0.3％とし、中期的に

 
は財政収支均衡の達成を目指す。【経済財政計画改訂版（2009年9

 
月）】

▲3.7％（’09）
↓

▲0.3％（’14）

約0.7％/年
（連邦政府ベース）

▲85.7％ 平均4.6％

諸外国（G7）の財政健全化目標

(出典）「政府見通し」：

 

各国資料、「債務残高対GDP比」：

 

OECD “Economic Outlook 86” (2009年12月）

（参考）

 

・EUにおいては、過剰財政赤字手続を開始するための基準として、原則として、一般政府の財政赤字対ＧＤＰ比については３％、債務残高対ＧＤＰ比については

 
60％を超えないことを定めている。

・EUは、欧州理事会の結論文書（2009年12月）において、財政健全化は、遅くとも2011年には開始し、毎年構造的財政赤字の対GDP比0.5％を超える削減に

 
取り組むことを決定。
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○20世紀に100年かけて約8,400万人増加した人口は、2004
年の1億2,779万人をピークに継続的な減少局面に入る。

○少子化と高齢化の同時進行により「超高齢化社会」を迎え、
今世紀半ばには５人に２人が高齢者となる見通し。

総人口の推移（明治以降）
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（備考）「合計特殊出生率（2050年）」は、1.54（高位推計）、1.26（中位推計）、1.06（低位推計）。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2009年版）」、「日本の将来推計人口（2006年12月推計）」、総務省「人口推計」

（万人）

（年）

低位推計

中位推計

高位推計

社人研2006年12月推計（2009年～）

2055年

高位推計 9,778万人

中位推計

 

8,993万人

低位推計

 

8,411万人
3,481万人

（1872年）

4,385万人

（1900年）

ピーク

 

12,779万人（2004年）

2105年

高位推計 6,407万人

中位推計 4,771万人

低位推計 3,770万人

今世紀の日本は「人口減少社会・超高齢化社会」今世紀の日本は「人口減少社会・超高齢化社会」

年齢区分別人口割合・平均年齢の推移
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65歳以上

(出所)

 

総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2006年12月）」
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見通し
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(55.0)
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少子高齢化の進行（我が国経済及び人口構成の推移）

11.1
8.6

▲ 4.3

？？

名
目
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Ｐ
成
長
率

（％

）

人
口

（万
人

）・
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成
比
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（36.6%）

3,258
（26.4%） 2,285
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11,927
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9,515
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1965年 1990年 2009年 2025年 2050年
1973

福祉元年
※

1961
国民皆年金

皆保険

9.1倍 5.1倍 2.8倍 1.8倍 1.2倍
20歳以上

64歳以下人口

65歳以上人口

※老人医療費無料化、年金給付水準大幅引上げ・物価スライド・賃金スライドの導入

（出典）総務省「国勢調査」、「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月推計）」等

1965年 1990年 2009年 2025年 2050年
1973

福祉元年
※

1961
国民皆年金

皆保険

9.1倍 5.1倍 2.8倍 1.8倍 1.2倍
20歳以上

64歳以下人口

65歳以上人口

20歳以上
64歳以下人口

65歳以上人口

※老人医療費無料化、年金給付水準大幅引上げ・物価スライド・賃金スライドの導入

（出典）総務省「国勢調査」、「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月推計）」等
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主要国における65歳以上人口の対総人口比の推移
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（出典）日本については、総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」による。諸外国については、国際連合 "World Population
          Prospects"による。
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日本
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1970 1980 1990 2000 2006 2015 （参考）2025

４兆円 ２５兆円 ４７兆円 ７８兆円 ９０兆円 １１６兆円 １４１兆円

６１兆円 ２０３兆円 ３４８兆円 ３７２兆円 ３７６兆円 ４６１兆円 ５４０兆円

５.８％ １２.２％ １３.６％ ２１.０％ ２３.９％ ２５.３％ ２６.１％

５兆円 ３０兆円 ５６兆円 ８０兆円 ８３兆円 １１４兆円 １４３兆円

３兆円 １９兆円 ４０兆円 ５５兆円 ５４兆円 ７３兆円

１．６兆円 １１．０兆円 １６．２兆円 ２５．２兆円

国 １．４兆円 ９．８兆円 １３．５兆円 １９．７兆円

地方 ０．２兆円 １．２兆円 ２．７兆円 ５．５兆円

（注） 1． 社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。
2．

社会保障給付費(A)

国民所得(B)
国民所得比(A/B)

2000年度以前は「平成16年度 社会保障給付費」（平成18年10月 国立社会保障・人口問題研究所）、2006年度以降は「社会保障の給付と負担の見通し」（平成18年5月 厚生労働省）の
Ａ（並の経済成長）ケースによる。なお、Ｂ（低めの経済成長)ケースによると、2025年度の社会保障給付費は136兆円（国民所得比27.7％）と見通されている。

社会保障に係る負担

保険料負担

公費負担
－

２９兆円 ４１兆円

25

50

75

100

125

150

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2006 2011 2015 2025

（兆円）

年　金

医　療

福祉その他

（昭和45）
　

（昭和60） （平成7） （平成12） （平成18） （平成23） （平成37）（昭和35） （昭和40） （昭和50） （昭和55） （平成2）

78兆円

　
福
祉
元
年

　

（
老
人
医
療
費
無
料
化
等

）

1973　
国
民
皆
年
金

　
国
民
皆
健
康
保
険

1961

4兆円

47兆円
48兆円

（平成27）

28兆円

25兆円

うち介護

17兆円

90兆円

37兆円

32兆円

28兆円

18兆円
21兆円

15兆円

９兆円７兆円
10兆円

54兆円

59兆円

47兆円

2兆円
1兆円

12兆円

36兆円

65兆円

105兆円

116兆円

141兆円

65兆円

(年度)

 ○ 高齢化を反映して、社会保障給付費は2006～2025年度で約50兆円増加する見込み。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成18年時点の厚生労働省の試算による）

社会保障の給付と負担の推移
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（注）１． 2008年度までは実績、2009年度は実績見込み、2010年度は見通しである。
２． 租税負担率は国税及び地方税合計の数値である。
３．

４． 1980年度以降は93SNAに基づく計数であり、1979年度以前は68SNAに基づく計数である。ただし、租税負担に関する計数は租税収入ベースであり、SNAベースとは異なる。

財政赤字を含む国民負担率は、1998年度は、国鉄長期債務及び国有林野累積債務の一般会計承継に係る財政赤字を除いたベース、2003年度は、本四公団債務の一般会計承
継に係る財政赤字を除いたベース、2005年度は、道路関係四公団の民営化に伴う資産・負債承継の影響を除いたベース、2006年度、2008年度、2009年度及び2010年度は、財政
投融資特別会計（2006年度においては財政融資資金特別会計）から国債整理基金特別会計または一般会計への繰入れを除いたベースの数値である。
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(40)

1970
(45)

1975
(50)
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(60)
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(平成2)

1995
(7)

2000
(12)

2005
(17)

2010
(22)

国民負担率及び租税負担率の推移（対国民所得比）

(年度)

財政赤字を含む国民負担率

社会保障負担率

国民負担率
（租税負担率＋社会保障負担率）

租税負担率

18.9
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3.3
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18.9
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5.0 5.4

18.9

24.3

24.9
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13.6

23.7

37.3

47.2

14.6
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OECD諸国の国民負担率（対国民所得比）
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（注１）国民負担率は、租税負担率と社会保障負担率の合計。
（注２）日本の10年度の計数は見通しである。なお、最新の実績値（08年度）では、租税負担率が24.3％、社会保障負担率が16.3％であり、これらを合わせた国民負担率は40.6％となっている。
（注３）トルコについては、計数が足りず国民負担率が算出不能であるため掲載していない。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等、諸外国：OECD "National Accounts 1996-2007" 及び 同 "Revenue Statistics 1965-2008"

社会保障負担率

租税負担率
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国民負担率の内訳の国際比較
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4.0%
2.9%

4.3%3.8%

3.4%

14.6%14.2%
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（注）1. 日本は平成22年度（2010年度）当初予算ベース、諸外国は、OECD "Revenue Statistics 1965-2008"及び同 "National Accounts 1996-2007"等による。
　　　2. 租税負担率は国税及び地方税合計の数値である。また所得課税には資産性所得に対する課税を含む。
　　　3. 四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合計値と一致しないことがある。
　　　4. 老年人口比率については、日本は2010年の推計値（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年（2006年）12月推計）による）、
　　　　 諸外国は2005年の数値（国際連合 "World Population Prospects: The 2008 Revision Population Database"による）である。

〔12.4〕 〔16.1〕 〔18.9〕 〔16.5〕〔23.1〕〔老年人口比率〕 〔17.2〕

消  費  課  税

社会保障負担率

国民負担率
(対国民所得比）

資 産 課 税 等

法人所得課税

個人所得課税

26.4%

37.8%

30.4%

37.0%

47.7%

租税
負担率

21.5%
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所得再分配によるジニ係数の変化

(備考）「当初所得」・・・公的年金等の社会保障給付金を除いた所得（雇用者所得等）
 　　　　「再分配所得」・・・当初所得＋社会保障給付金－社会保険料－税金＋現物給付（医療・介護等）
　　　　なお、所得は世帯単位のもの。
　　　　平成２年以前の「社会保障による改善度」及び「税による改善度」は現行の算出方法と異なるため連続しない。
（出所）厚生労働省「所得再分配調査」
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(出所）平成21年度　年次経済財政報告（内閣府）
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(出所）平成21年度　年次経済財政報告（内閣府）
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　相対的貧困率の上昇要因
（1999年：9.1％→2004年：9.5％、計＋0.4％ポイント）

（出所）経済財政諮問会議民間議員提出資料(平成21年4月22日）
（備考）総務省「全国消費実態調査」により作成。

＜世帯構成別＞

合計 単身世帯
大人1人と
子どもの
世帯

2人以上の
大人のみの

世帯

大人2人以上
と子どもの

世帯

相対的貧困率の変化幅 0.40 0.04 0.02 0.66 ▲ 0.32

  　各世帯類型毎のシェア
　　の変化による寄与度

0.19 0.23 0.05 0.35 ▲ 0.45

　　各世帯類型内の貧困率
　　の変化による寄与度

0.22 ▲ 0.17 ▲ 0.03 0.28 0.14

＜世帯主の年齢階級別＞

合計
世帯主
30歳未満

世帯主30
～ 49 歳

世帯主50
 ～ 64 歳

世帯主
65歳以上

相対的貧困率の変化幅 0.40 ▲ 0.15 ▲ 0.31 0.36 0.50

  　各世帯主年齢階級毎の
　　シェアの変化による寄与度

0.28 ▲ 0.17 ▲ 0.37 0.13 0.69

　　各世帯主年齢階級内の
　　貧困率の変化による寄与度

0.16 0.03 0.07 0.22 ▲ 0.15
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(参考) 1 ~ニ{揮鞍(J)変北の華客凶分続

ジエコ参事数上昇の背景に段、減俸の人間的瀦酔イ己記よる寓齢者世帯の増1震や、単独世帯の

増加など世教師，)、規謀化といった社会構殺の寵イじがあること拡留意する必事がある.

'*籾賓の機運整理容掠における世帯主的手婚年齢でみても、閉鎖的弱 2設から54.9歳と1.7重量

議くなっており、ま tt~ !評議世曹人胤でみても、毒事豊富の2.94人から 2. 綿入~O.12λ減少 L

ており、� 1密帯の高齢f目、� tl、競護絡が主主んでいる。

ここでは、今密の関銃世帯の係数i'b怒鋭機質量制合及。世帯人員部構成物l合が富自主請のも持

主同じになるように?ヱイト付けをしてジぷ江主悪事実を算出じた.

これ拡よると、溜初節持のずニ係数については、� 2脅斡年から2002停の上鼻持喜善型車は、世

帯主の年齢1葬祭主的高齢化によるものと世帯の小規模イじによるも抑が約� 9割に上っており、

これらの要隠令徐いた上での所持格設的広がり時約� 1割程度にとど宮る。

一方、� 1ヰ分制所得託ついては、今飢餓査では繭総務査よりジz係数は総� Fしていた。

密� 9 ~ニユ楳数申軍事総分析

(参考1) 携帯単位でみたも;:=.標章生母窯拡の要因卦析

ぢt帯単位でみた当主語家主専のジェ係数上持の背古豪に位、近年町人口舟落齢化拡よる高齢者� 

t章構母港線々、単組世帯持増怒主ど世帯の小規機fむといった枕脅構造的変抱がおることに

開註する必艇がある，

本調査の翻査客体位指ける世帯輩出平時年齢でみても‘約倒の54冷車軽から51‘8識と� 2.9議

高<，なっており、また、平均世字書人員でみても、議室主的2.82人から2.78人と&制人減少し

て括与、世撃の高齢位、，)、線機絡が進んでいる.

ここでは、今総丹潟査世帯の年齢!暗腕華携成幸i骨及出世帯人員車場構成割合が前閣のもの

と興じになるようにウエイト付けをしてジエ係数告と書記算し1::.

これによると、当初ml警のジニ係数については.民舵年から2005年の上持部要務獄、世

帯主の停歯車機総司高齢化によるものと堂警の小規般化立よるも丹部総9割となっている。

豊富悶 ジエニ慌敵国賓北部喪沼分析

F写分回日所得指主耳穿.1尋� 

掘拐事H早 際分配所得

問時(平成14)伴Z理主主� 0.4983 0.3812 

0.0169 (純詩 ~ "∞32 

試算A 0.4814 。ω3780� 

n.0067 (25混} ト� 0.0041

試算B 0.4747 3733。開� 

0.0027 (10紛� >-':'0船出� 

1999(平成11)年総査 0.4720 14悲3告発

、，

苦笑3事A 平成14年制驚において、位徴主の年齢S繍階摂SJIの世帯の構成樹合が平成11'手綱査

2005(年n!.17)年総量較� 0.5263 0.3873 

。0225(80闘 〉� 0.0031 

書式棒A O. SOJ8 0.3642 

0036。砂〉O.部33(1略)

3806 。自� 斡害事B 0.5005 

制部':'0.>-0.0022 ( 8紛� 

0.3812注思受II!I品!持表� 6圃� 4983 

書式型車入 学戒17'料開査において、世帯主の年齢5草滋務総拍世帯の構成割合部総議H年調殺

時寄i告と開刊になるようなヲエイト付けをしてジユ係教を算出したもの，

の1!iJ)舎と関日になるようなウエイト付けをしてジお銭数を事社iしたも即.

まえ3車B I式算Aにおいて、� 3症に世帯人貝開jの世帯の揖成駁告が平成11年言語査時総合と同一

になるようなクぉイト付けをして-;;=係数者鋒泌し主もの。

{主主} 上況のよう記分析記おいては、計算時液序によってその効果が蕊わり揖るこども� ζ符

意が必要整。

((出所)所得再五回語蚕{平成 14年2I 

総算B 試算Aにおいて、更に世帯人員四jの悦機的機或劉舎が平成14作事器質丹割合と間一

記なるようなウエイト脅貯金してジロ係離を揮おしたもの.

主主:上況のような分訴においては、計揮の綴絡によってその効畢が絞bり4寄るこkに留意

が必要g

|(出掛所得隠分配線資(平成 17型]
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図表10－３　国民生活基礎調査と全国消費実態調査
　　　　　における対象者の所得分布の比較
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図表10－２　世帯主年齢別の世帯数分布
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図表10－１　我が国の相対的貧困率

（％）

　　　（日本は国民生活基礎調査ベース）

○貧困率に関するデータ分析は、使用する統計によって対象者の分布等が異なるため、
   幅をもって解釈する必要がある。
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（備考）OECD “Growing Unequal? ”、総務省「全国消費実態調査」、「国勢調査」、厚生労働省「国民生活基礎調査」により作成。

平成21年4月22日　経済財政諮問会議民間議員提出資料
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当初所得階級別所得再分配状況

世帯数
世   帯
人員数

有   業
人員数

当初所得 総所得
可処分
所   得

再分配
所   得

再分配
係   数

（Ａ） （Ｂ）
（Ｂ－Ａ）

／Ａ
総額 税金 総額

（人） （人） （万円） （万円） （万円） （万円） （％） 合計 年金 医療
介護・
その他

年金・恩給
（再掲）

医療
（再掲）

介護
（再掲）

総数 5,698 2.78 1.39 465.8 569.8 472.2 549.5 18.0 97.6 45.4 52.2 24.3 22.1 5.8 181.4 104.0 99.2 77.3 62.2 12.2

50万円未満 1,336 1.71 0.30 4.6 199.2 180.1 289.5 6,220.2 19.1 6.8 12.3 0.7 7.5 4.0 304.0 194.6 184.8 109.3 93.1 16.1

50～100 273 1.93 0.88 73.9 212.6 189.4 264.9 258.5 23.3 8.3 15.0 2.9 8.9 3.2 214.3 138.7 134.3 75.6 62.9 11.6

100～150 280 2.15 0.97 121.4 253.6 224.7 292.7 141.0 28.8 10.7 18.2 4.1 10.5 3.6 200.1 132.1 127.8 68.0 57.8 7.7

150～200 239 2.28 1.12 173.8 278.2 240.0 307.3 76.9 38.2 13.4 24.8 8.2 13.4 3.2 171.8 104.5 97.8 67.4 58.1 6.0

200～250 233 2.45 1.35 224.2 317.6 272.4 330.0 47.2 45.2 16.2 29.0 10.8 14.6 3.6 151.0 93.4 89.4 57.6 48.8 6.7

250～300 205 2.53 1.43 272.0 367.9 315.4 368.1 35.3 52.5 18.7 33.8 13.5 16.1 4.2 148.5 95.8 84.7 52.7 40.4 10.3

300～350 263 2.80 1.49 320.6 397.1 335.8 400.3 24.9 61.3 21.9 39.4 17.1 18.0 4.4 141.0 76.5 71.9 64.5 43.8 16.3

350～400 209 3.03 1.65 373.9 450.0 379.3 414.5 10.9 70.7 24.8 45.9 19.8 21.3 4.7 111.3 76.1 72.3 35.2 27.1 2.4

400～450 218 2.89 1.67 421.3 478.4 401.7 468.8 11.3 76.7 29.0 47.7 21.8 21.2 4.7 124.3 57.2 55.0 67.1 49.4 13.4

450～500 216 3.15 1.68 472.9 529.3 441.4 510.3 7.9 87.9 33.4 54.5 26.2 23.3 5.0 125.4 56.5 54.4 69.0 45.3 17.7

500～550 214 3.29 1.82 522.4 590.3 492.7 577.3 10.5 97.6 38.9 58.7 28.2 24.8 5.7 152.5 68.0 63.4 84.5 58.5 21.0

550～600 165 3.53 1.89 574.7 634.5 526.4 581.5 1.2 108.2 41.7 66.4 33.5 27.1 5.8 115.0 59.9 57.2 55.2 41.6 9.7

600～650 171 3.44 1.94 621.5 679.4 564.2 624.6 0.5 115.3 44.8 70.5 36.6 27.8 6.0 118.4 58.0 56.8 60.5 52.6 2.9

650～700 137 3.65 1.90 673.5 723.3 601.0 662.1 -1.7 122.3 46.4 75.9 38.4 30.6 6.9 110.9 49.8 48.9 61.1 40.3 16.6

700～750 149 3.54 1.89 723.5 781.2 647.5 741.1 2.4 133.6 54.3 79.4 41.2 30.5 7.6 151.2 57.7 53.8 93.6 64.9 24.7

750～800 138 3.86 1.96 771.5 835.5 694.2 765.0 -0.8 141.3 57.3 84.0 44.8 31.5 7.7 134.8 64.0 63.0 70.8 53.5 6.3

800～850 178 3.40 1.85 821.6 874.0 707.0 775.1 -5.7 167.0 76.6 90.3 47.3 34.8 8.3 120.5 52.4 50.4 68.1 53.1 12.7

850～900 134 3.84 2.20 872.2 928.1 763.0 838.8 -3.8 165.1 72.4 92.7 46.4 37.4 8.9 131.7 55.9 54.0 75.9 60.5 14.3

900～950 128 3.87 2.04 924.0 986.9 811.2 918.4 -0.6 175.7 78.8 96.9 52.5 35.1 9.3 170.1 62.9 59.4 107.2 96.9 4.8

950～1,000 103 3.58 2.14 970.8 1,027.0 834.5 879.5 -9.4 192.4 99.0 93.5 49.5 35.1 8.9 101.2 56.2 54.0 45.0 38.2 3.9

1,000万円以上 709 3.83 2.31 1,391.8 1,450.6 1,154.0 1,225.0 -12.0 296.7 169.4 127.3 67.0 49.0 11.3 129.9 58.8 58.0 71.0 57.0 10.7

現物給付現金給付

受給（万円）

（出所）所得再分配調査（平成17年調査）

【当初所得階級】 社会保険料

拠出（万円）
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